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1 金子宏『租税法（第二十一版）』（有斐閣、2016 年） 125 頁から引用。 














IBM 事件は、同族法人の行為計算否認規定（法人税法 132 条）で争われた結果、IBM
勝訴で確定した事件である。IBM 事件は、株式譲渡により発生した譲渡損失を、連結納税
制度を利用することによって国内の関連法人の利益と相殺するというスキームであった。
そのため、本論文では、現行法の包括的否認規定である連結納税制度（同法 132 条の 3）
の適用可能性を検証する。同法 132 条の 3 は、現時点における適用裁判事例が無いため、
適用要件の「不当に」の解釈基準も明らかになっていない。 
しかしながら、連結納税制度が、先行して創設された組織再編税制と同様の制度趣旨・




係る個別規定の趣旨・目的から逸脱する行為が行われた場合には、同法 132 条の 2 の「不
当に」の要件に該当し、否認の対象となると判示した。この濫用基準を IBM 事件に当て
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れに対して、IBM 事件では、そのような概念が明確になっていない点で異なる。そのため、



























濫用基準を用いた法人税法 132 条の 3 の適用可能性及び一般的包括否認規定（GAAR） の
必要性と課題に関する検討 
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法人規定（法人税法 132 条）、組織再編税制（同法 132 条の 2）、連結法人税制（同法 132



































Anti-Abuse Rule 以下 GAAR）を創設すべきと考える。一般的包括否認規定（GAAR）に
対する考え方は、我が国では、課税庁に強大な否認権が付与されるため、租税法律主義の































                                                   
2 金子宏『租税法（第二十一版）』（有斐閣、2016 年） 125 頁から引用。 




















IBM 事件は、同族法人の行為計算否認規定（法人税法 132 条）で争われた結果、IBM
勝訴で確定した事件である。IBM 事件は、株式譲渡により発生した譲渡損失を、連結納税
制度を利用することによって国内の関連法人の利益と相殺するというスキームであった。
そのため、本論文では、現行法の包括的否認規定である連結納税制度（同法 132 条の 3）
の適用可能性を検証する。同法 132 条の 3 は、現時点における適用裁判事例が無いため、
適用要件の「不当に」の解釈基準も明らかになっていない。 
しかしながら、連結納税制度が、先行して創設された組織再編税制と同様の制度趣旨・




係る個別規定の趣旨・目的から逸脱する行為が行われた場合には、同法 132 条の 2 の「不
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当に」の要件に該当し、否認の対象となると判示した。この濫用基準を IBM 事件に当て







































































枠内において、現行法上の包括的否認規定（本論文では法人税法 132 条の 3）の適用可能

















































                                                   
3 金子宏 前掲注（1） 125 頁から引用。 
4 清永敬次『租税回避の研究』（ミネルヴァ書房、2015 復刻版） 369 頁から引用。本書では、ヘンゼル
の定義を参考としていることが示されている。 
5 北野弘久（黒川功補訂）『税法学原論（第 7 版）』（頸草書房、2016 年） 175 頁参照。 
6 岡村忠生（岡村忠生編）「租税回避研究の意義と発展」『租税回避研究の展開と課題』（ミネルヴァ書房 
2015 年） 328 頁参照。 















                                                   
7 税制調査会「国税通則法の制定に関する答申（税制調査会第二次答申）及びその説明」（昭和 36 年 7
月。） 
8 税制調査会 前掲注（６） 







































とで税負担を軽減させる方法が多様化している。第 2 章で検討するヤフー・IDCF 事件及











 通説の租税回避行為 本論文の租税回避行為 
取引の不自然性・異常性 〇 〇 
課税要件を免れる 〇 〇 
課税要件の意図的充足 ― 〇 
＊「〇」＝必要、「－」＝必要性が不明確。 
                                                   
10 酒井克彦『課税要件事実論（第 4 版）』（財務詳報社、平成 27 年） 61 頁参照。課税要件の一般的要
素として、納税義務者、課税物件、課税物件の帰属、課税標準、税率の 5 つを示している（128 頁参
照）。 























入が認められる15。仮に、1 人当たりで計算して 10,000 円になる場合に、真実の人数を水
                                                   
11 金子宏 前掲注（1） 126 頁参照。 




明らかにさえているものをいう。（措置法 61 の 4④、措規 21 の 18 の 4、法規 59、62、67） 
  イ．飲食費に係る飲食等（飲食その他これに類する行為）のあった年月日 
  ロ．飲食費に係る引力等に参加した得意先、仕入先その他事業に関係のある者等氏名又は名称及び
その関係 
  ハ．飲食費の額並びにその引力店、料理店等に名称及びその所在地 
  二．その他飲食費であることを明らかにするために必要な書類 
14 期末の資本金の額又は出資金の額が 1 億円以下である等の法人以外の法人 
15 措置措法 61 の 4④二・⑥、措令 37 の 5①、措規 21 の 18 の 4。 





























                                                   
16 法人税取扱通達 第 61 条の４（交際費等の損金不算入）関係において規定されている。 
17 平成 27 年度版 経済産業省「所得拡大促進税制のご利用の手引き」を参照。具体的な適用要件は、
租税特別措置法に規定されている。 
18 所得税法第 30 条。退職所得規定が定められており、勤続年数によって退職所得控除金額が規定され













相続税に関しては、基礎控除額の引き下げが改正されたため19（相続税法 15 条 1 項）、
相続税額の回避のための対策が企図されている。相続税対策では、相続税の納税額を減少
させる目的で、養子縁組（民法第 727 条）を行うことがある。養子は、一人までは法定相








しかしながら、最高裁判所第三小法廷（平成 29 年 1 月 31 日判決）は、節税目的の養子
縁組についての判決を次のように下した。すなわち、節税目的の動機と縁組の意思は、並
存しうるものと判示された21。本人に養子縁組の意思が存在していれば、縁組の目的が節
                                                                                                                                                          
ている。 
19 平成 27 年 1 月 1 日以降に相続又は遺贈により取得する財産に係る相続税に適用される。 
（出典：国税庁 HP 「相続税及び贈与税改正のあらまし」 H27 年 1 月 1 日施行） 
改正前の基礎控除額は、5000 万円＋1000 万円×法定相続人の数 
改正後の基礎控除額は、3000 万円＋600 万円×法定相続人の数 
20 税務研究会『週間税経通信』 平成 29 年 2 月 6 日 NO.3444 9 頁参照。 
21 税務研究会 前掲注（19） 9 頁。なお、第一法規判例データベースでは不掲載であった。 









③ （会社法上の 1 円資本金22を利用した行為） 
資本金制度は、もともとは会社債権者保護の見地から会社財産の確保を目的した制度で
あり、最低限の数額基準を示すことで実効性を確保していた。会社法は、この数額的な最












                                                   
22 1 円資本金は、「1 円」という金額から判断すると、資本金としての意味をなさず、私法制度（会社法）
の濫用とも捉えられそうである。しかしながら、最低資本金の金額が撤廃されたことに鑑みると、一
概に濫用ともいえないと考えられる。 
23 最低資本金制度が廃止された（平成 17 年 6 月成立、平成 18 年 5 月 1 日施行）。なお、旧商法では、
旧商法 168 条ノ 4 で最低 1000 万円、有限会社法では、第 9 条において最低 300 万円が規定されてい
た。 
24 期末の資本金の額又は出資金の額が 1 億円以下である等の法人。 
25 地方税法第 52 条（法人の均等割の税率） 
一例を示すと、資本金等の額が 10 億円を超え 50 億円以下である法人は、年間 54 万円の道府県民税
の均等割が課税される。これが、1 円に資本金等を下げれば、年間 2 万円になる。 
以前に、中小法人の税務メリットを享受しようとした大手電機メーカーが減資しようと試みたが、世
間からの評判を斟酌して減資に踏み切れなかった事実がある。 
26 平成 16 年 4 月 1 日から導入。 

























                                                   
27 金子宏 前掲注（１） 126 頁参照。 
28 川田剛 前掲注（11） 17～18 頁参照。 
29 金子宏 前掲注（1） 141 頁に記載されている定義から引用。 
30 この仮装取引の定義は、外国税額控除事件の「りそな銀行事件」における大阪地裁平成 13 年 12 月 14
日判決。第一法規法情報総合データベース（判例 ID28070634）の 第 5 の 1 の 2 2（2）アにおい
て定義されたものを引用したものである。 
31 清永敬次 前掲注（2） 366 頁参照。 
 民法 94 条（通謀虚偽表示） 
 一、相手方と通じてした虚偽の意思表示は無効とする。 
32 清永敬次 前掲注（2） 65 頁参照。 









そのため、以下のような行為が企図される。A の子供 B が現金 1000 万円を法人に入金





参考として、隠蔽又は仮装行為として旧所得税基本通達（昭和 26 年 1 月 1 日率１－1、













                                                   
33 八ツ尾順一著『租税回避の事例研究（五訂版）』（清文社、2011 年） 379 頁参照。 
34 相続税法第 21 条の 5。 
35 川田剛 前掲注（11） 16～17 頁参照。著書において掲載されている、既に廃止された通達の①～⑥
までを引用している。 


























                                                   




37 OECD/G20 Base Erosion and Profit Shifting Project. ACTION 6（2015 Final Report）において、
租税条約の濫用防止として、濫用の概念が用いられている。OECD の HP を参照している。 
38 新明解国語辞典（第三版）。事例として職権濫用（乱用）が示されている。 
39 菅野耕毅『権利濫用の理論』信山社 25 頁参照。 
40 宇奈月温泉事件 昭和 9 年（オ）第 2644 号。（大審院昭和 10 年 10 月 5 日判決）  
他人の権利を妨害する意図をもって、自己の所有権を濫用した事件。 






















民法第 1 条第 3 項は、権利の濫用はこれを「許さず」、との規定であるから、権利濫用
が認められた場合には、権利行使をしてもその法律効果が認められないことと解される46。
すなわち、民事事件において当該規定が適用されると、その法律効果は当初から無かった
                                                   
41 菅野耕毅 前掲注（38） 18～19 頁参照。 
42 菅野耕毅 前掲注（38） 19 頁参照。 




44 清永敬次 前掲注（2） 369 頁参照。 
45 北野弘久 前掲注（4） 104 頁参照。 
46 菅野耕毅 前掲注（38） 23 頁参照。著書の中では、ケースによる場合分けがなされて検討されてい
る。（１）土地使用権の濫用、（２）妨害排除請求権の濫用、（３）借地など明け渡し請求権の濫用、（４）
賃貸借契約解除権の濫用、（５）担保権の濫用、（６）抗弁権の濫用。 



























観的に判断するべきと提言する（第 4 章において検討）。 
 
                                                   
47 菅野耕毅 前掲注（38） 25 頁参照。 
48 税制調査会 前掲注（6） 昭和 36 年 7 月 税制調査会第二次答申を参照。 
49 須貝脩一「国税通則法答申の批判―解釈原則規定について―」『税法学』（128 号、1961 年）3 頁から
引用。 
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2. 租税法における濫用の概念 






















3. 英国財政法 214 条の濫用概念 
英国財政法 214 条で採用された濫用（abuse）については、一般的租税回避対処法にお
いて示されている53。それは、租税回避行為の概念を説明するために、タックス・アレン
                                                   
50 税制調査会 前掲注（6） 昭和 36 年 7 月 税制調査会第二次答申から引用。 
51 谷口勢津夫『租税回避論』（清文社、2014 年） 14 から 15 頁参照。 
52 今村隆『租税法律と濫用法理』（大蔵財務協会、平成 27 年） 5 頁参照。今村教授は、租税回避行為
の通説の定義については、もともとは租税法の濫用との考え方に基づくものであるとの考えが示され
ている。 
53 Finance Act 2013（ｃ. 29）Part５－General anti-abuse rule 206 条～215 条参照。 











第 207 条は以下の様に規定されている56。 





用される租税規定との関係において合理的な行動のあり方（合理的な態様。   
reasonable course of action）であると合理的に考えることができない場合（connot 







（３） 租税取極めが他の取極めの一部をなす場合、当該他の取引についても考慮する。  
（４） 以下のそれぞれは、租税取極めが濫用的であることを示すかもしれない事項の例で
                                                   
54 小林剛「亜細亜大学経済学紀要」（第 40 巻第 1 号） 119 頁参照。B10.1 
55 小林剛 前掲注（53）100 頁参照。 
56 Finance Act 2013（ｃ. 29）Part５－General anti-abuse rule 207 条参照。 
岡直樹「英国のアーロンソン報告書と GAAR」（財務省財務総合政策研究所「フィナンシャル・レビュ
ー」平成 28 年第 1 号（通巻 126 号）2016 年 3 月） 137 頁から第 207 条に関して引用。 



























                                                   
57 岡直樹「フィナンシャル・レビュー」財務省財務総合政策研究所（平成 28 年第 1 号通巻第 126 号 2016
年 3 月） 119 頁参照。 
58 第一法規法情報総合データベース（判例 ID 28170244）平成 23 年 2 月 28 日／最高裁判所第二小法  
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の損金不算入が規定されている。同法 34 条 2 項において、「内国法人がその役員に対して
支給する給与の額のうち不相当に高額な部分の金額として政令で定める金額は、その内国
法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。」と規定されている。当
                                                                                                                                                          
ては、現に平成 12 年法律第 13 号によって所要の立法的措置が講じられているところである。」と述べ
られている。 
59 浦東久男（岡村忠生編著） 前掲注（5） 「租税回避と個別的否認規定」71 頁から引用。浦東教授
は、租税回避を前提とした定義付けをされている。77 頁において、個別否認規定の定義自体確立した
定義を探すことは難しいと述べている。 





















                                                   

















  以下省略。 




















制度の行為計算否認規定（同法 132 条の 3）についても同様の考え方が示されている64。 
しかしながら、これらの対象領域から外れた領域で行われた租税回避行為については、
否認の対象外となる。第 3 章で検討する IBM 事件は、現行法の包括的否認規定の限界が
示された事件と判断できる。 
 
                                                   
62 金子宏「租税法における概念構成」ZEIKEN－2015.７（NO.182）。14 頁の一部を引用参照。 
本稿において金子教授は、現行法の同族法人の行為計算否認規定（法人税法 132 条）、組織再編税制の





63 税制調査会「会社分割・合併等の企業組織再編成に係る税制の考え方」（平成 12 年 10 月 3 日）の「第
五 租税回避の防止」から引用。 
64 税制調査会「連結納税制度の考え方」（平成 13 年 10 月 9 日）の「第五 租税回避行為の防止」と題
して、連結納税制度の観点から租税回避行為の防止の趣旨が述べられている。 
























が行われた。これを防止するために、昭和 28 年（1953 年）の税制改正時に、「実質課税
の原則」の標題で、旧所得税法 3 条の 2、旧法人税法 7 条の 3 において規定された68。立
                                                   
65 中里実『タックスシェルター』（有斐閣、平成 23 年） 221～222 参照。 
66 中里実 前掲注（64） 223 参照。課税庁の恣意が介入しない場合として課税減免規定の解釈による
否認等をあげて説明されている。 
67 金子宏 前掲注（1） 116 頁 一部引用参照。著書において、旧ドイツ租税調整法の条文が記載され
ている。 
 旧ドイツ租税調整法 1 条 2 項（Steueranpassunbsgesetz、1976 年末日に廃止） 
「租税法律の解釈にあたっては、国民思想、租税法律の目的及び経済的意義、ならびに諸関係の発展
を考慮しなければならない。」。 
68 北野弘久 前掲注（4） 95～100 頁参照。北野教授によると、立法当時は、法人成り防止のためにこ
のような規定になったことが指摘されている。私法上有効に法人として成立しているものを税法の実





実質主義の原則が最も活発に議論された時期は、昭和 35 年（1960 年）頃であり70、そ
れは税制調査会第二次答申が議論された頃である。 
 
（昭和 36 年税制調査会） 





















 なお、旧法人税法 7 条の３は、旧所得税法 3 条の 2 と同文である。 
69 北野弘久 前掲注（4） 96 頁一部引用参照。 
70 谷口勢津夫（岡村忠生編著）前掲注（5）4 頁参照。実質主義の原則の議論の「ピーク」と述べられて
いる。 




72 須貝脩一「国税通則法の制定に関する答申（須貝）『税法学』（第 128 号、1961 年） 3 頁参照。当該
主張は須貝脩一京都大学教授の主張である。 






















民法 94 条の通謀虚偽表示）に対して適用されると解される。 
現行の所得税法の「第 4 章所得の帰属に関する通則」の中の第 12 条の見出しは、「実質
所得者課税の原則」との標題である79。同様に法人税法においても、第 4 章所得の帰属に
                                                                                                                                                          
73 中川一郎「国税通則法答申の批判（1）中川」 前掲注（71） 9 頁から引用。 
74 中川一郎 前掲注（70） 2 頁参照。 
75 中川一郎 前掲注（70） 2 頁参照。 
76 北野弘久 前掲注（4） 96～97 頁参照。著書の中で、国税庁の通達が示されており（昭 29 直所 1-42
通達 9）、当該通達では、所得の帰属者について明らかにした宣言的規定であることが明記されていた
ことが記述されている。なお、当該通達は現在では廃止されている。 
77 金子宏 前掲注（1） 171 頁参照。 
78 金子宏 前掲注（1） 171 頁参照。 



























                                                   




81 朝長英樹『T&Amaster』（NO.626 、2016.1.18） 8～9 頁参照。 




83 金子宏 前掲注（1）713 頁参照。 
84 消費税基本通達 第 4 章 第 1 節 実質主義 4－1－1 から 4－1－3 に規定あり。 
85 第一法規法情報総合データベース（判例 ID 28040185）平成 10 年 5 月 13 日／東京地方裁判所／民事
第 2 部／判決／平成 7 年（行ウ）213 号 判例要旨から引用。 
86 第一法規法情報総合データベース（判例 ID 28042090）平成 11 年 6 月 21 日／東京高等裁判所／第
15 民事部／判決／平成 10 年（行コ）108 号 第三 争点に対する判断 二、３において述べられて
いる。 





























                                                   
87 第一法規法情報総合データベース（判例 ID 28070634）平成 13 年 12 月 14 日／大阪地方裁判所／第
2 民事部／判決平成 9 年（行ウ）77 号／平成 9 年（行ウ）78 号／平成 9 年（行ウ）79 号 
りそな事件の大阪地裁 事実及び理由第 第 2 3 被告（課税庁）の主張で述べられている。 
















具体的に争点となった条文は、法人税法 31 条 1 項の減価償却の対象資産である否かを
争った事件である。 









                                                   
88 中里実 前掲注（64） 133 頁参照。 
89 金子宏 前掲注（1） 131～132 頁を参照、一部修正引用した。 
90 中里実 前掲注（64） 133 頁参照。中里教授は、著書の中で、高裁判決か最高裁判かは述べられて
いないが、最高裁判決では、私法上の法律構成による否認に関する論旨を採用していないため、高裁
判決について言及したものと解される。 
91 第一法規法情報総合データベース（判例 ID 28051663）平成 12 年 1 月 18 日／大阪高等裁判所／第 9
民事部／判決／平成 10 年（行コ）65 号 理由一１の中で述べられている。 











 第 2 章で検討する外国税額控除事件は、一審及び控訴審において課税庁が私法上の法律
構成による否認を主張したが、最高裁判決では、この主張について判決文で触れられてい
ない。最高裁判決では、当事者が選択した法律構成を再構築することはなく、外国税額控








本論文では、包括的否認規定（法人税法 132 条の 3）の適用可能性を検証し、最終的に
一般的包括否認規定（GAAR）の導入を提言するものであるが、一般的包括否認規定（GAAR）
の規定には、不確定概念が用いられることが予測される。 





                                                   
92 松田直樹「税務大学校」55 号 144 頁の脚注における指摘を参照。 
93 第一法規法情報総合データベース（判例 ID 28110320）平成 18 年 1 月 24 日／最高裁判所第二小法廷
／判決平成 12 年（行ヒ）133 号 理由４（３）において述べられている。 






























                                                   
94 日本国憲法第 30 条 国民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負う。 
95 増田英敏『租税憲法学（第 2 版）』（成文堂、2004 年） 83 頁参照。  
96 金子宏 前掲注（1） 73 頁に記載された定義を引用。 




























                                                   
97 増田英敏 前掲注（94） 83 頁参照。  
98 金子宏 前掲注（1）75 頁を参照。 
99 金子宏 前掲注（1） 82～83 頁参照。金子教授の説明を参考にすると、課税要件法定主義と課税要
件明確主義の他には、合法性の原則と手続き保障原則を挙げて説明されている。 
100 金子宏 前掲注（1） 76 頁掲載の定義を引用。 
101 金子宏 前掲注（1）77 頁参照。 

























                                                   
102 金子宏 前掲注（1）79 頁掲載の定義を引用。 
103 金子宏 前掲注（1）79 頁参照。 
104 北野弘久 前掲注（4） 74 頁参照。 北野教授は、不確定概念の法的意味が、税法学的に客観的に
解明されるべきであるが、どうしても解明できない場合には、租税法律主義に違反して違憲無効とさ
れることを述べている。 





106 第一法規法情報総合データベース（判例 ID 28040465）平成９年３月２５日／最高裁判所第三小法廷
／判決／平成７年（行ツ）110 号。 


























                                                   
107 国税通則法 第 16 条  
国税についての納付すべき税額の確定の手続については、次の各号に掲げるいずれかの方式によるも
のとし、これらの方式の内容は、当該各号に掲げるところによる。 




108 第一法規法情報総合データベース（判例 ID 28062622）平成 12 年 9 月 27 日／札幌高等裁判所／第 2
民事部／判決／平成 12 年（行コ）1 号 最高裁判決（平成 15 年 11 月 7 日）もこの判決を支持してい
るとされる。 


























                                                   
109 藤曲武美稿（山本守之 守之会）『新版検証税法上の不確定概念』（中央経済社、2015 年） 34 頁参
照。 
110 金子宏 前掲注（1） 115～116 頁参照。 金子教授によれば、租税法の解釈については、租税法は
侵害規定であるから、法的安定性の要請が強く働くため、基本的には文理解釈によるべきとされる。
従って、みだりに拡張解釈や類推解釈を行うことは許されないと指摘する。 
111 林修三『法令解釈の常識』（日本評論社、2012 年） 25 頁参照。著者は、拡大解釈という言葉では
なく、「飛躍した解釈」と表現している。 
112 林修三 前掲注（110）104 頁参照。 
113 林修三 前掲注（110）90 頁参照。 

























                                                   
114 林修三 前掲注（110）95 頁参照。誇示や用語の解釈時点については、学説が分かれているようであ
る。制定当時の意味内容で解釈するか、または解釈する当時の意味内容で解釈するのか難しい問題で
あることが指摘されているが、原則的な解釈としては法令の制定当時の解釈であるべきとされる。 
115 林修三 前掲注（110） 102 頁参照。 
116 林修三 前掲注（110） 90 頁参照。林教授は、著書での説明では、趣旨解釈という表現ではなく、
論理解釈と表現している。 
117 林修三 前掲注（110） 82 頁引用参照。趣旨規定とは、その法律が定めようとしていることがら
を要約して掲げたものをいう。 
118 林修三 前掲注（110） 104～105 頁参照。 
119 田中治「租税法律主義の現代的意義」『税法学』566 号 258～259 頁参照。田中教授は、特に実体法
上の解釈にあたっては、厳密な解釈が求められると述べられている。 
120 占部裕典『租税法における文理解釈と限界』（滋学社、2013 年） 32 頁引用参照。 






















































ヤフー事件に係る一連の組織再編行為は、法人税法 57 条や同法施行令 112 条の個別規
定要件を形式的に充足している。しかし裁判所は、各行為がこれらの個別規定の趣旨又は
組織再編税制の趣旨に逸脱するとして、組織再編に関する包括否認規定である同法 132 条














ヤフー・IDCF 事件は、同法 132 条の２の適用において趣旨解釈がなされ、外国税額控


















①IDCS の副社長に就任（Ｈ20 年 12 月） 
 
  


















   
  ③IDCF 株式を 115 億円で売却  
 
 



























ソフトバンク（以下 SB）と SBの 100％子会社である IDCS、IDCSの分割法人である IDCF、
そしてヤフーが関係する事件である。IDCS は、未処理欠損金を全部で約 666 億円保有し
ており、このうち平成 21 年 3 月に期限切れとなる繰越欠損金は約 124 億円である。 
まず、平成 20 年 12 月に、SB の取締役であると同時にヤフーの代表取締役でもある人
物が、IDCS の副社長に就任する。 
次に IDCS は、新設分割により、IDCF を設立する。IDCF は IDCS の 100％子会社で
ある。このときに完全支配関係継続見込要件（法人税法施行令 4 の２第６号１）を充足し
ない非適格分割として資産調整勘定を約 100 億円を計上し、税法上も損金計上した。 
その後、IDCS は保有する IDCF 株式をヤフーに約 115 億円で譲渡した。これにより、
一時的にヤフーが IDCF 法人の親会社となる。 
さらに SB は IDCS 株式をヤフーに約 450 億円で譲渡した。当該譲渡により、特定資本
関係が発生することとなる。 
最後に、ヤフーは IDCS を吸収合併することにより、繰越欠損金約 542 億円を引き継い
だ（法人税法 57 条 2 項）ことで、ヤフーは IDCS が保有していた繰越欠損金を損金算入
して税務申告した（同法 1 項）。 






ている。同法 132 条の 2 は、文言に「不当に減少」という不確定概念が用いられている。 
ヤフー事件の最高裁判決は、「不当に減少」に対する判断基準として、濫用基準を用いて判
                                                   
121 第一法規法情報総合データベース（判例 ID 28223941）平成 26 年 3 月 18 日／東京地方裁判所／民
事第３８部／判決／平成 23 年（行ウ）228 号 全体的な概要について参照。①～⑤は、取引の時間的
な流れを示している。 
 概略図に関しては、宮塚久弁護士「もう一度整理 IBM 事件、ヤフー事件の概略と争点」『税務弘
報』2016.1 37～39 頁を一部について参照した。 



























                                                   
122 第一法規法情報総合データベース（判例 ID 28240745）平成 28 年 2 月 29 日／最高裁判所第一小法
廷／判決／平成 27 年（行セ）75 号  判決文 理由第二 一の中で述べられた判断基準である。 
























否認規定（同法 132 条の２）は、同族法人の行為計算否認規定（同法 132 条）と同じ特定
対象領域に対する包括的否認規定であり、同一文言の「不当に減少」という不確定概念が
用いられているにもかかわらず、判断基準が異なっている125。すなわち、同法 132 条が経
済合理性基準で判断し、同法 132 条の 2 は濫用基準で判断している。 




                                                                                                                                                          
を同族法人の行為計算否認規定の不確定概念の基本的考え方とする。 
  なお、考え方の違いによって、結論に差が出ることは無いことも指摘されている。 
124 金子宏 前掲注（1） 478 頁の説明を一部修正引用参照。 
125 品川芳宣「組織再編成税制における行為計算の否認―ヤフー上告審判決―」ZEIKEN－2016.７
（NO.188） 97 頁参照。 
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126 第一法規法情報総合データベース（判例 ID21061670） 昭和 53 年 4 月 21 日／最高裁判所第二小法





























                                                   
127 第一法規法情報総合データベース（判例 ID21052700） 昭和 51 年 1 月 13 日／札幌高等裁判所／第
2 部／判決／昭和 49 年（行コ）2 号 法人税課税処分取消請求酵素事件 
 この判例においても、租税回避行為以外の事業目的の有無については触れられていない。 
128 第一法規法情報総合データベース（判例 ID21041860）昭和 48 年 3 月 14 日／東京高裁判決所／第 9
民事部／判決／昭和 45 年（行コ）19 号／昭和 45 年（行コ）20 号 法人税審査決定取消等請求酵素
事件 判例要旨において述べられている。 










法 132 条の 2 の創設の基本的視点であるとされる131。 
 
11. 法人税法施行令 112 条 7 項 1 号～5 号の具体的検討 
最高裁判決が判示した濫用基準には、租税法の立法趣旨から逸脱したか否かという判断
基準が含まれている。以下では、ヤフー事件において争点となった法人税法 57 条 3 項及
び同施行令 112 条 7 項 5 号の趣旨を示し、租税法の趣旨から逸脱する租税回避行為とはど
のような行為を示すのかを具体的に検討する。両条文の関係は、繰越欠損金を引き継ぐた
めに法人税法 57 条 3 項において、みなし共同事業要件を規定し、その具体的な要件につ
いては同法施行令 112 条 7 項 5 号に委任するという関係になっている。 
 
（法人税法 57 条３項および及び同法施行令 112 条 7 項 5 号の趣旨） 
法人税法 57 条 3 項の趣旨は、繰越欠損金が租税回避行為の目的に利用されることを防
止するために設けられた個別否認規定である132。そして当該規定の具体的要件を定めた同
法施行令 112 条 7 項 5 号では、特定役員133引継ぎ要件が定められている。一定の事業規模
要件を定めることで、租税回避行為を防止することが目的である。 
この規定の 1 号では事業の相互関連性を規定し、2 号では事業規模要件を規定し、3 号
では被合併など事業の同等規模継続要件を規定し、4 号では合併など事業の同等規模継続
要件を規定している。5 号では、特定役員引継ぎ要件が規定されている。この 1 号～4 号
までの要件をみたすこと又は、1 号及び 5 号を満たすことにより、みなし共同事業要件を
充足することになる。みなし共同事業要件の趣旨について、東京地裁では、以下のように
選択可能な 2 つの類型 A・B に分けて検討している。 
                                                   
130 内閣府 HP 記載から引用（平成 12 年 10 月 3 日）。税制調査会の諮問・答申・報告書等 「第五 租
税回避の防止」、において述べられている。 
131 朝長英樹「税務弘報」2014.7.  VOL.62/NO.7/JULY 13 頁参照。 
132 東京地方裁判所判決 前掲注（120）  第 3 裁判所の判断 3（1）イにおいて述べられている。 
133 国税庁 HP において、特定役員の範囲と題して、特定役員が定義されている。特定役員とは、法令
上、「社長、副社長、代表取締役、専務取締役、常務取締役又はこれらに準ずる者で法人の経営に従事
している者」をいう。 
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事業を営まれるとみることができる。そうであれば、類型 A に代えて類型 B の特定役員引
                                                   
134 東京地方裁判所判決 前掲注（131） 施工令 112 条 7 項 5 号の趣旨についての説明から参照。東京
地裁は 2号から 4号までの趣旨説明において類型化して説明している。当該説明は類型 Aとしている。 
135 東京地方裁判所判決 前掲注（131） 東京地裁判決文の、施行令 112 条 7 項 5 号の趣旨イの特定役
員引継ぎ要件に関する説明で述べられている。 
136 朝長英樹「T&A master 」NO.545 2014.5.12 8 頁参照。 朝長税理士は、資産の移転に対する支
配の継続の有無は、組織再編税制の仕組みに関する一番の基礎概念であると指摘されている。 
 56 / 132 
 
継要件で足りるとしたことが述べられている137。類型 A と B は、原則と例外の関係では














り、IDCS の専任としての担当業務を行う権限も有していない。さらに IDCS からの報酬
は無報酬であった139。 
東京地裁の判示では、以上の事情を考慮すると、例え特定役員引継要件を形式的に充足
していたとしても、役員の去就という観点からみて、施行令 112 条 7 項 5 号の趣旨に反す
る状態であると述べられている140・141。 
繰越欠損金を引き継ぐには、共同で事業を営むことが要求されるが、その要件は法人税
法施行令 112 条 7 項の 1 号～4 号又は 1 号及び 5 号の選択による。これらの要件を充足す
れば、移転資産に対する支配が合併後にも継続しているとみることができ、その結果、共
同で事業を営んでいるとみることができる。ところが、一連の役員就任に関する事実は、
                                                   
137 最高裁判所判決 前掲注（121）  理由 第二 二（3）の中で述べられている。 
138 朝長英樹「T&A master」 NO.546  2014.5.19  7 頁参照。 
139 最高裁判所判決 前掲注（136） 理由 第二 三（3）の中で指摘されたている職務内容である。 
140 東京地方裁判所判決 前掲注（131） 事実及び理由 第 3 等裁判所の判断 ３ 施工令 12 条 7 項 6
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「合併の前後を通じて移転資産に対する支配が継続している」とは言い難い状況であった。





フーが採用した役員の送り込みによる特定役員就任行為は、法人税法 57 条 3 項及び同施













ヤフー事件では、ヤフーから IDCS に送り込まれた役員の役員就任期間が 2 ヶ月という
短期間ということが取上げられ、さらに当該役員が IDCS 固有の事業をどれだけ担ったの





                                                   































第2節 IDCF 事件の租税回避行為 
 
ヤフー事件と IDCF 事件は、一連の組織再編行為の中で行われたものであるが、ヤフー
                                                   
143 渡辺徹也（岡村忠生編著） 前掲注（5） 135 頁参照。 
 法人税法 132 条の 2 の適用のあり方に関する問題点の指摘は、渡辺徹也教授の「組織再編と租税回避」
の稿を参照した。 











がために、法人税法 132 条の 2 が適用になった事件である。すなわち、適格外しが損失の
意図的な作出につながったと判断された事件である。 
















                                                   
144 第一法規法情報総合データベース（判例 ID 28240748）平成 28 年 2 月 29 日／最高裁判所第二小法
廷／判決／平成 27 年（行ヒ）177 号 理由第二 三 の判決文の中で述べられている。 
145 最高裁判所判決 前掲注（143） 理由第二において濫用の判断基準が述べられているが、ヤフー事
件の濫用の判断基準と同一の文面である。 








いう誘因があった。そのため、IDCS は、平成 21 年 2 月 20 日にヤフーに IDCF 株式を 115
億円で売却することで、「適格外し」を行った。ヤフーへの株式売却行為は、適格分割の要
件として、完全支配関係の継続を要求している法人税法 2 条 12 号の 11 イの要件を満たさ
ないことになる。株式譲渡後に IDCS から IDCF に時価で資産等を引継いだために、IDCS
において譲渡益約 100 億円が発生すると同時に、当該譲渡益と IDCS が保有していた繰越
欠損金とを相殺することによって、期限切れ間際の繰越欠損金を消化できた。さらに、
IDCF には、資産負債調整勘定が約 100 億円発生した。この資産調整勘定は、その後の償
却によって損金に算入される。 
次に②の租税回避行為以外の事業目的の有無について検討する。ヤフーは、近い将来に








の要件を定める法 2 条 12 号の 11 イ及び同施行令 4 条の 2 第 6 項 1 号、適格分社型分割に
つき譲渡損益の計上の繰延べを定める法 62 条の 3 並びに資産調整勘定の損金算入等を定
める法 62 条の 8 の趣旨及び目的から逸脱すると判示している147。これらの組織再編成税
                                                   
146 最高裁判所判決 前掲注（143） 理由第二の三において述べられている。 
 判決文における「譲渡一」とは、IDCS がヤフーに対して IDCF 株式を 115 億円で売却した譲渡行為
であり、「譲渡二」とは、ソフトバンクがヤフーに対して IDCS 株式を 450 億円で売却した譲渡行為で
ある。 
147 最高裁判所判決 前掲注（143） 理由第二の四で述べられている。 


















そのため、移転資産の譲渡損益が認識されて課税関係が発生する（同法 62 条の 2 等）。非
適格組織再編成の場合には、時価での引き継ぎであるため、支払対価と譲渡資産等の時価
純資産額との間に差額が発生する場合がある。この場合には税務上資産調整勘定又は負債









                                                   
148 最高裁判所判決 前掲注（143） 理由第二の二で述べられている。 
149 企業会計基準第 7 号 「事業分離等に関する会計基準」 最終改定平成 25 年 9 月 13 日 企業会計
審議会。 


























これらを IDCF 事件に当てはめると、IDCS からヤフーに対して IDCF 株式を売却する
ことで、115 億円がヤフーから IDCS に移転したが、最終的には両法人の合併により、資
                                                   
150 企業会計基準第 7 号 前掲注（148） 分離元企業の会計処理 Para10（1）参照。 
151 企業会計基準第 7 号 前掲注（148）分離元企業の会計処理 Para10（2）参照。 
152 企業会計基準第 7 号 前掲注（148）分離元企業の会計処理 Para75 参照。 
参考とした考え方は、平成 15 年の企業結合会計基準における「持分の継続」を「対価の種類」と「支
配」の 2 つの観点から判断するというものである。 
153 企業会計基準第 7 号 前掲注（148）分離元企業の会計処理 Para76 参照。 
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154 最高裁判所判決 前掲注（143） 理由第二の三において述べられている。 
155 （三井住友銀行事件） 
 第一法規法情報総合データベース（判例 ID 28061402）平成 13 年 5 月 18 日／大阪地方裁判所／第 2
民事部／判決／平成 9 年（行ウ）47 号／平成 9 年（行ウ）48 号 
 第一法規法情報総合データベース（判例 ID28072622）平成 14 年 6 月 14 日／大阪高裁裁判所／第 8
民事部／判決／平成 13 年（行コ）47 号 
三井住友銀行の最高裁判決文は、第一法規情報総合データベースにおいて検索することができなかっ
た。 
156 （UFJ 銀行） 
第一法規法情報総合データベース（判例 ID28072896）平成 14 年 9 月 20 日／大阪地方裁判所／第 2
民事部／判決平成 9 年（行ウ）64 号／平成 9 年（行ウ）65 号／平成 9 年（行ウ）66 号 
 第一法規法情報総合データベース（判例 ID 28092518）平成 16 年 7 月 29 日／大阪高裁裁判所／第 3
民事部／判決／平成 14 年（行コ）82 号 
第一法規法情報総合データベース（判例 ID28110489）平成 18 年 2 月 23 日／最高裁判所第一小法廷
／判決／平成 16 年（行ヒ）326 号 





































       A 法人が 100%保有            支払利息（15％の源泉税） 
  
                         ローン契約 
                         
 （＊貸付） （＊支払利息 15％源泉税） 
  
                                                   





B 法人 A 法人 
クック諸島 ニュージーランド 日本 
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諸島で運用するために、クック諸島に B 法人（ファースト社）を設立する。B 法人は、A
法人の 100％子会社である。なお C 法人は、A 法人が 28％の株式を保有している。C 法人
を利用する理由は、投資家からの投資に対しては、クック諸島で源泉税が課税されること
を回避するためである。 
以上を前提とし、仮に資金を C 法人から B 法人に直接貸し付けた場合には、B 法人から
C 法人に対する支払利息に対して源泉税が 15％課税される。これを回避するために、B 法
人及び C 法人はりそな銀行を介入させることにして、源泉税を回避したのである。 
りそな銀行は、まず B 法人と本件ローン契約を締結した。B 法人からりそな銀行への利
息は 15％の源泉税が控除され、クック諸島に納付される。りそな銀行は、日本の税務申告
に際して、当該源泉税に対して外国税額控除余裕枠を利用して申告した。 




た金額を C 法人に支払う内容になっている。 































                                                   
158 第一法規法情報総合データベース（第一法規判例 ID 28082019）平成 15 年 5 月 14 日／大阪高裁裁
判所／第 7 民事部／判決／平成 14 年（行コ）10 号 
 りそな事件 大阪高裁事実及び理由 第 4 13 において述べられている。 




























                                                   
160 中里実 前掲注（64） 230～231 頁参照。 
161 水野忠恒『体系租税法』（中央経済社、2015 年） 635～636 頁参照。 
本書では、アメリカの国際課税専門家の意見として述べられており、外国税額控除制度は、所得課税
の基本的構造の性格を有することが指摘されている。 
162 今村隆 前掲注（51） 128～129 頁参照。 
今村教授は、同法 69 条は資本輸出中立性の確保の一面も保有するため、政策的減免規定の側面も有す
ると指摘している。 
163 第一法規法情報総合データベース（判例 ID28110085）平成 17 年 12 月 19 日／最高裁判所第二小法
廷／判決／平成 15 年（行ヒ）215 号  
りそな事件 最高裁判決 理由４ 国際的二重課税の排斥、税制の中立性確保について指摘している。 
164 第一法規法情報総合データベース（判例 ID28110489）平成 18 年 2 月 23 日／最高裁判所第一小法廷
／判決／平成 16 年（行ヒ）326 号 
 UFJ銀行事件最高裁案判決 理由４ 外国税額控除制度は、国際的二重課税を防止することであり、
海外取引に対する課税の公平と税制の中立性を維持することだと述べている。 


























                                                   
165 最高裁判所判決 前掲注（162） りそな銀行事件 最高裁判決 理由４（２）で判示された部分を引
用。 
166 第一法規法情報総合データベース（判例 ID28070634）平成 13 年 12 月 14 日／大阪地方裁判所／第
2 民事部／判決／平成 9 年（行ウ）77 号／平成 9 年（78 号）／平成 9 年（行ウ）79 号 
りそな事件の大阪地裁 事実及び理由第 第 2 3 被告（課税庁）の主張で述べられている。 
167 大阪地方裁判所判決 前掲注（165）第 5 当裁判所の判断 第 5 の 1 の 2 3 小括において、私法上
の法律構成の否認の主張は採用できない、と判示された。 
168 最高裁判所判決 前掲注（162）りそな事件 最高裁判決文の中では、課税庁が主張した私法上の法
律構成による否認に関する言及がなされていない。 



























                                                   
169 大淵博義「TKC タックスフォーラム 2014」（2014.9） 59 から 61 頁参照。 大淵教授の特別講演




171 今村隆『租税回避と濫用法理』大蔵財務協会 119～120 ページ参照。 

























                                                   
172 大阪地方裁判所判決 前掲注（165） りそな事件の大阪地裁 事実及び理由第 第 5 の 2 の 1 の総
論での指摘を要約したものである。 
173 金子宏 前掲注（1） 129～130 頁参照。グレゴリーの法理によれば、結果的に租税回避の否認を認
めたのと同様の結果となるが、それは、理論上は租税回避の否認ではなく、減免規定の本来の趣旨・
目的による限定解釈の結果であることを述べている。 
174 中里実 前掲注（64） 226～228 頁参照。グレゴリー判例は、米国連邦最高裁判所のグレゴリー判
決のことである。グレゴリー判決は、租税回避の否認規定が存在しないにもかかわらず、課税減免規
定の限定解釈を認めた判例である。 

















































編成税制に係る行為計算否認規定（同法 132 条の 2）、連結納税制度の行為計算否認規定（同
法 132 条の 3）等が規定されている。これらの規定にある「不当に」の不確定概念は、そ
の意味内容が明文化されていないため、解釈によって判断されている。 
同族法人規定の同法 132 条は、判例通説は経済合理性基準を採用している。同法 132 条
の２は、組織再編税制の規定であり、その適用裁判事例はヤフー・IDCF 事件がある。ヤ
フー・IDCF 事件の最高裁判所の判示は、同法 132 条の２の不当性の判断基準として、濫
用基準を判示した。同法 132条の２は、租税回避の防止規定として制定された条文であり、
組織再編税制に係る個別の条文又は組織再編税制の立法趣旨に反する濫用的租税回避行為
が行われた場合には、同法 132 条の 2 の不当性に反するとして判示した。この二つの条文







                                                   
176 岡村忠生「最近の重要判例―IBM 事件」Jurist August 2015/Number 1483 本稿の 41 頁参照。
岡村教授は、法人税法 132 条の 3 により、譲渡損計上による繰越欠損金の連結損益への算入そのもの
を「計算」として否認することを指摘されている。 
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そのため、現行法の包括的否認規定（同法 132 条の 3）の適用可能性を検証する事件とし

























に係る行為又は計算の否認規定である同法 132 条の 3 の適用の可否を検討する。 
日本 IBM 株式に関する一連の売却行為が連結納税制度の趣旨・目的から逸脱する濫用
的租税回避と認定できれば、同法 132 条の３の「不当に」に該当すると考えられる。中間
純粋持株会社から日本 IBM への日本 IBM 株式の売却は、完全親子法人間の株式売却であ































                                                   
177 岡村忠生 前掲注（175） 41 頁参照。２．株式譲渡の否認、の部分で述べられている。 


















                 
①増資及び融資 
米国                 ②日本 IBM 株式の譲渡 
           ⑤資金返済 
    
       
日本 



















ある。米国に存在する米国 WT 社は、日本 IBM 社の親会社である。組織再編の一環とし
て、米国 WT 社は、日本に中間法人として純粋持株会社の AP 社を設立する。その後、米
国 WT 社は、平成 14 年 2 月に AP 社に対して日本 IBM の全株式を譲渡する。この譲渡に
より日本 IBM は AP 社の子会社となる180。なお、譲渡時の IBM の株式買取資金は、平成
14 年 2 月に、米国 WT 社が AP 社に対して融資した資金である。 
米国 WT 社が AP 社に対して日本 IBM 等の株式を譲渡する際には、時価（約 2 兆円）
で譲渡している。その際、米国WT社はチェックザボックスの制度181を選択しているため、
米国 WT 社から日本 AP 社への売却行為は内部取引とされるため、取引によって生じた譲
渡益に対しては、米国内の課税関係では課税されていない。従って日本 IBM の株式は、
譲渡益課税が課税されないまま AP 社に譲渡された。また、AP 社は時価によって取得され
ているため、日本 IBM 株式の帳簿価額は「かさ上げ」されたことになる。 
次に日本 IBM は親会社である AP 社から自己株式の買取を行う。AP 社は、日本 IBM
の株式を日本 IBM に売却することにより、税務上のみなし配当（法人税法 24 条 1 項 4 号、
事件当時は 5 号）が発生する。この時、みなし配当の発生と同時に計算上の譲渡損失が計
                                                   
178 事件の概要については、第一法規情報総合データベースに基づいている。 
 第一法規法情報総合データベース（判例 ID 28222293） 
平成 26 年 5 月 9 日／東京地方裁判所／民事第 3 部／判決／平成 23 年（行ウ）407 号／平成 24 年（行
ウ）92 号／平成 25 年（行ウ）85 号。 
179 第一法規法情報総合データベース（判例 ID 28231210） 
 平成 27 年 3 月 25 日／東京高等裁判所／第 20 民事部／判決／平成 26 年（行コ）208 号。 
180 平成 14 年の株式譲渡時には、グループ法人税制は創設されていなかった。平成 22 年の税制改正で、
グループ法人税制が創設された。そのため、事件当時は、100％親子関係が構築されていても、保有資
産の譲渡損益の繰延べや自己株式に取得に関する規制がなかった。 
181 本庄資『国際的脱税・租税回避防止策』（大蔵財務協会、平成 16 年 12 月） 151～152 頁参照。 
（チェックザボックス制度） 
  チェックザボックス制度は、1997 年以降の米国において採用されている制度である。連邦税法上納
税者が、法人課税かパートナーシップとして課税される構成員課税かを選択できるようになった。IBM
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上される。我が国の税法では、みなし配当は益金不算入（同法 23 条 1 項）とされる結果、
法人税は非課税処理される。また譲渡損失に対しては、事件当時182は全額が損金に算入可
能（同法 61 条の 2 第 1 項）であった。従って、AP 社には、日本 IBM の株式譲渡により、
益金不算入のみなし配当と損金算入の株式譲渡損失が両建てで計上された。当該譲渡損失
は金額が多額であるため、繰越欠損金として翌期以降に繰越される。 
その後の税務申告に際しては、連結親法人の AP 社は、日本 IBM を連結子法人として連
結納税制度（同法 81 条の 9）を採用したため、AP 社の巨額の繰越欠損金の発生と日本 IBM
の利益とを相殺することにより法人税額を減少させた。この税務申告に対して課税庁は、
日本 IBM の株式譲渡による譲渡損失計上が法人税額を「不当に」減少させたとして争い
になった。適用条文は、法人税法 132 条 1 項である。 





IBM 事件の一連の流れは、日本 IBM が保有している多額の資金が、AP 社に譲渡代金と
して資金が流入し、AP 社は日本 IBM からの受取資金を米国 WT 社に対して借入れた資金





第7節 法人税法 132 条の不当性に関する経済合理性基準 
 
現行法の包括的否認規定には、同族法人の行為計算否認規定（法人税法 132 条）と組織
再編成税制に係る行為計算否認規定（同法 132 条の 2）、連結納税制度の行為計算否認規定
（同法 132 条の 3）等が規定されている。これらの規定にある「不当に減少」という不確
定概念に対する意味内容は明文上に示されていない。そのため、解釈によって判断されて
きた。 
                                                   
182 当該事件の後に、損金算入要件が規制された。本章第 3 節の５において説明。 
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上記の包括的否認規定のうち、IBM 事件は、同族法人の行為計算否認規定（法人税法
132 条 1 項）の「不当に減少」という不確定概念が主要争点となった事件である。同法 132
条の不当性の判断基準は、判例・通説は経済合理性基準によって判断されてきた。IBM 事
件における不当性の判断の具体的検討事項は、以下の三点である183。 
① 米国 IBM が日本に中間持株会社として AP 社を設置する正当な理由ないし事業目
的があったか否か。 
② 米国 IBM が AP 社に対して行った融資行為が通常と異なる異常性があった否か。 
③ 上記①から②の一連の取引行為に租税回避の意図があったか否か。 
以上 3 点について、裁判所は不当性を判断した結果、IBM の一連の取引行為について、同












を見出す事ができないと判断されれば、同法 132 条 1 項の「不当に減少」するものといえ、
同法 132 条を適用可能であるとされる。 
以下で確認するように、一審の東京地裁判決では、通説とされる経済合理性基準に基づ




                                                   
183 東京地方裁判所判決 前掲注（177） 事実及び理由 第 3 当裁判所の判断の２ 争点１において
法人税法 132 条の不当性評価の事案がまとめられている。 
184 金子宏 前掲注（1） 478 頁参照。 



























                                                   
185 東京地方裁判所判決 前掲注（177） 第 3 1 法人税法 132 条 1 項についての裁判所の判断の中
での、昭和 53 年最高裁判決参照部分からの引用。 
 最高裁昭和 53 年 4 月 21 日第二小法廷判決・訴報 24 巻 8 号 1694 頁。 
 東京高裁においても、事実及び理由 第 2 3 争点 1（1）アにおいて不当性の判断については、「同族
会社の行為又は計算が、経済的、実質的見地において純粋経済人の行為又は計算として不合理、不自
然なものと認められるかどうかにより判断すべきである」と示されている。 
186 東京高等裁判所判決 前掲注（178） 事実及び理由 第 3 当裁判所の判断 3（2）で述べられて
いる。 



























                                                   
187 東京高裁裁判所判決 前掲注（178） 事実及び理由 第 3 当裁判所の判断 １（１）法人税法 132
条 1 項の意義 イにおいて述べられている部分からの引用。 
188 朝長英樹「T＆A master」 NO.592 2015.4.27  15 頁参照。  
189 大淵博義「これからの否認の否認規定を考える」『税務弘報』2016.VOL.64/NO.1/JANUARY 
 29 頁参照。 
190 東京高等裁判所判決 前掲注（178） 事実及び理由 第 3 当裁判所の判断 １（２）エ「本件一
連の行為を容認することが租税負担の公平維持という法人税法 132 条 1 項の趣旨に反することの控訴
人の主張について」、の本文において述べられている。 





 通説 東京地裁 東京高裁 
取引の不自然性・異常性 〇 〇 〇 
租税回避以外の事業目的の有無 〇 〇 ― 
＊「〇」＝必要、「－」＝重要性が乏しい。 
 
3. 法人税法 132 条と同法 132 条の 2 の「不当性」判断基準の違い 
同族法人の行為計算否認規定（法人税法 132 条）の不当性の判断基準は、経済合理性基
準を用いて判断されてきた。組織再編成税制に係る行為計算否認規定（同法 132 条の 2）
は、ヤフー・IDCF 事件の最高裁判決において、濫用基準が用いられた。連結納税制度の












同法 132 条の 2 が同法 132 条の枝番であることから、同法 132 条の 2 が同族法人に関
する規定と別物と解するのか否かという点については、同法 132 条の 2 の条文を文言の通
りに読むかぎりにおいて、同族法人の行為計算否認と別物と理解することは難しいとの見
                                                   
191 東京地方裁判所判決 前掲注（177） 第 3 当裁判所の判断 2 法 132 条の 2 の意義（争点１）に
ついて、（3）イの判決文において述べられているものを参照。 
192 朝長英樹「ヤフー・IDCF 事件大解剖」『税務弘報』2014.VOL.62/NO.7/JULY 15 頁参照。 
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解もある193。 
しかしながら、岡村教授は、法人税法 132 条と同法 132 条の 2 は適用範囲にオーバーラ
ップする部分があるが、適用対象は異なると述べ、そこに別の法解釈が存在する余地があ
ると指摘している194。さらに 132 条の創設の背景と 132 条の 2 の創設の背景は異なるの
であるから、解釈に相違があっても不合理とはいえない、との見解も示されている195。 
以上により、法人税法 132 条の 2 の不当性の判断基準が同法 132 条の不当性判断基準が
異なることに問題ないと考えられる。 
以下の表は、法人税法 132条と同法 132条の 2の不当性の判断基準を示したものである。 
 
（条文の不当性の判断基準） 
 法人税法 132 条 
経済合理性基準（通説） 
法人税法 132 条の 2 
濫用基準 
取引の不自然性・異常性 ○ ○ 
租税回避以外の事業目的の有無 ○ ○ 






1. 法人税法 132 条の３の基本的考え方 
平成 12 年から平成 13 年にかけて、経済の経営環境が急速に変化していた。そのため、
企業の競争力を確保するために、柔軟な組織再編成を可能にするための法整備が進められ
た196。その一環として平成 13 年に組織再編税制が創設され、さらに企業グループの一体
                                                   
193 大淵博義「ZEIKEITSUSHIN ‘14.8 MJS/第 56 回 租税判例研究会資料 1」（2014.10.3）本稿の
Ⅲの 2 の（1）で大淵教授は、立法における配慮の欠如を法の解釈で補おうというものであり、与する
ことができないと述べている。 
194 岡村忠生・明石英司・渡邊直人・岩品信明「東京地裁平成 26 年 3 月 18 日判決の検討」『税務弘報』
中央経済社 2014.VOL.62/NO/7.JULY 東京指令平成 26 年 3 月 18 日判決の検討（座談会） 26 頁
の岡村教授の指摘である。 
195 柿原良美「組織再編にかかる行為計算否認規定の解釈・適用を巡る諸問題」税務大学校  6 頁参照。 
196 税制調査会 前掲注（62） 第一基本的考え方（１）を参照。 






め、組織再編成税制に係る行為計算否認規定（法人税法 132 条の 2）及び連結納税制度に




















                                                   
197 税制調査会 前掲注（63） 連結納税制度の意義（２）を参照。 
198 税制調査会 前掲注（62） 第五 租税回避の防止。「連結納税制度の基本的考え方」第四 租税回
避行為の防止と題して述べられている。 
199 岡村忠生 前掲注（175） 本稿の 41 頁参照。 
200 税制調査会 前掲注（63） 法人課税小委員会がまとめたものであり、1．連結納税制度の意義（1）
（2）、２．連結納税制度の基本構造（3）、四 租税回避の防止の文章から、本論文に必要な部分を要
約引用し、一部加筆した。 















に」に対する判断基準は、同法 132 条の 3 に関する判例はまだ存在しない。そのため、ヤ
フー・IDCF 事件の最高裁判決において濫用基準が採用されたことに鑑みれば、法人税法












                                                   
201 税制調査会 前掲注（62） 第一基本的考え方（３）において述べられている。 
202 東京地方裁判所判決 前掲注（120） 
東京地裁判決文の、施行令 112 条 7 項 5 号の趣旨イの特定役員引継ぎ要件に関する説明で述べられて
いる。被合併法人の特定役員が合併法人の役員に就任するのであれば、移転資産に対する支配が合併





























                                                                                                                                                          
の前後を通じて継続していると判断できると判示している。 
203 税制調査会 前掲注（63） 法人課税小委員会の連結納税制度の意義（２）を要約したものである。 
204 足立好幸「132 条の 2 から見えてくる連結法人に係る行為又は計算の否認規定（132 条の 3）」『税務
弘報』（中央経済社）2016VOL.64/NO.1/JANUARY 61 頁参照。 







































規定 脚注に掲載206 脚注に掲載207 
                                                   
205 最高裁判所判決 前掲注（121） 理由、第二の中で述べられている。 
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 法人税法 132 条の 2 
濫用基準 
法人税法 132 条の 3 
濫用基準 
取引の不自然性・異常性 ○ ○ 
租税回避以外の事業目的の有無 ○ △ 
法の趣旨･目的からの逸脱 ○ ○ 
＊「〇」＝必要、「△」＝必須ともいえない。 
 
3. 法人税法 132 条の 3 の「行為」又は「計算」の否認 
以上を前提にして、IBM 事件の一連の行為について、法人税法 132 条の 3 の規定を適




















208 朝長英樹「T＆A master」 NO.633 2016.3.7 14 頁。同法 132 条の 3 の文言からすると、その適用要
件は、「行為又は計算」が不当であることが要件ではなく、「結果」が「不当」であることが要件とな
っている。そうであれば、日本 IBM が自己株式を買取ること（行為）によって発生した AP 社におけ










IBM 事件の一連の行為には、純粋持株会社としての AP 社の設立行為、AP 社による日




なお、中間持株会社の AP 社が計上したみなし配当とそれに伴う譲渡損失は、AP 社単独
の行為であるため、連結法人の行為すなわち連結納税制度を利用したことによる租税回避









                                                                                                                                                          
る欠損金が発生、又は連結納税による欠損金の控除という計算が行われたときの法人税の減少のいず
れか、に該当すると思われる。そうであれば、同法の適用の可能性はあることが述べられている。 
209 村上泰治「同族法人の行為計算否認規定の遠隔からの考察」税務大学校 247 頁参照。本稿は、同族
法人に関する稿であるが、組織再編税制や連結納税制度は同族法人と同じような包括否認規定であり、
「行為」又は「計算」に関する解釈は異なることはないと考えられる。 

















当初、米国 WT 社と日本 IBM は、日本 IBM 株式を直接取引していた。しかしながら、












ることが IBM 事件から読み取れる。それは、IBM 事件のように、外国法人が日本法人に
                                                   
211 岡村忠生 前掲注（175） 本稿の 41 頁参照。 
212 岡村忠生「BEPS と行為計算（3）」ZEIKEI-2015.7(NO.182) 本稿で岡村教授は、法人税法 57 条の
2、81 条の 10、60 条の 3 を挙げて否認の可能性を試みられている。 
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対してチェックザボックス制度を選択した場合に、外国法人側で計上した株式譲渡益に対
























                                                   
214 岡村忠生 前掲注（175） 本稿の 38 頁でハイブリッドミスマッチの具体例として、 
D/NI（Dedection/No Inclusion、控除/非課税を示している。また 40 頁においては、日本 IBM の自己
株取得に伴う譲渡損の計上を、連結納税によって日本 IBM の所得から控除されていることによって
D/NI が生じて入ることを指摘している。そして、41 頁では、このような D/NI の二重連結損失否認規
定の制定を検討すべきことを述べている。 
215 BEPS 実務研究会編『BEPS の実務Ⅰ』商事法務 41 頁で示されている定義を参照。 
216 BEPS 実務研究会編 前掲注（214） 43～44 頁における説明を参照。 





























                                                   
217 税制調査会 前掲注（63） 法人課税小委員会 連結所得金額及び連結納税の計算の連結グループ内
の法人間の取引（2）2）から引用した。 
218 岡村忠生 前掲注（175） 41 頁参照。 





課税庁は、自己株式計算制度（法人税法 24 条 1 項 5 号、23 条 1 項及び 61 条の 21 項）
を濫用して租税回避行為を企図したと主張した219。これに対する裁判所の判断は、米国




















AP 社は、米国 WT 社が日本に設立した中間純粋持株会社である。裁判の争点の１つに、
                                                   
219 東京地方裁判所判決 前掲注（177） 第 3、5、（4） 
220 朝長英樹「T&A master」 NO.554 2014.7.14  6 頁参照。IBM 事件では、税務調査の最初から弁護

















① 米国 WT 社は、日本 IBM の株式を 1,000 円、10 株（全株）で設立して保有している
ものとする。 
② 日本 IBMは資本金 1,000円を元手に 10,000円の利益を得て、法人税約 40％を納付し、
残額 6,000 円を利益積立金として内部留保する。それにより日本 IBM の時価は 1,000







 Ⅰ 中間持株会社が無いケース 
米国 WT 社→日本 IBM 
Ⅱ 中間持株会社があるケース 
米国 WT 社→AP 社→日本 IBM 
                                                   
221 東京地方裁判所判決 前掲注（177） 第 3. 3. (2) 







現金 3500 / 有価証券 500 









イ（米国 WT 社→AP 社） 
現金 3500 / 有価証券 500 




WT 社には、売却益 3000 に対してキャ
ピタルゲイン課税が無い。 
AP 社の仕訳                                                      
無し 
ウ（米国 WT 社→AP 社） 







                                
無し 
エ（AP 社→日本 IBM） 
現金 3500  / 有価証券 3500 











・日本 IBM が米国 WT 社から自己株式の約半分を時価で 3,500 円分を取得。 
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（表 1 のア） 
米国 WT 社から日本 IBM に直接売却された場合の米国 WT 社の税務上の仕訳 
・米国 WT 社→日本 IBM 
・WT 社側の税務上の仕訳 
 
現金 3500 / 有価証券 500 
      / みなし配当 3000 
 
 米国 WT 社が中間純粋持株会社を介在させずに、直接日本 IBM に日本 IBM 株式を売却
した場合は、米国 WT 社が保有していた帳簿価額が 500 のままであるため、みなし配当金
額は把握されるが、譲渡損失は把握されない。 
 




Ⅱ 中間持株会社 AP 社が存在するケース 
上記のⅠとは別に、先に示した＜共通の前提条件＞に以下の条件を追加して説明する。 
・日本 IBM の 1 株あたりの帳簿価額＠100 円を、5 株 700 円で AP 社が米国 WT 社から取
得。 
・日本 IBM が、AP 社から時価 3,500 円で取得。 
 
（表 1 のイの仕訳＝米国 WT 社→AP 社） 
 まず、米国 WT 社は、AP 社に日本 IBM 株式を時価で譲渡する。このときに、米国 WT
社は、有価証券売却益を計上する。仕訳は以下の通りである。 
 
・米国 WT 社側の仕訳 
現金 3500 / 有価証券 500 
      / 有価証券売却益 3000 ←本来は譲渡益課税があるはず。 











（表 1 のウの仕訳＝米国 WT 社→AP 社） 
 次に、米国 WT 社から AP 社への売却した際の AP 社側について説明する。AP 社は、時
価で取得しており、仕訳を示すと以下の様になる。 
 
・AP 社の日本 IBM 株式取得時の仕訳 
AP 社の取得価額は 3500 円（＠700 円、5 株）となる。 
 
有価証券 3500 / 現金 3500 
＊↑帳簿価額の「かさ上げ」が行われた222。 
 
（表 1 のエの仕訳＝AP 社から IBM へ売却） 
AP 社から日本 IBM へ時価 3,500 円で売却時の仕訳 
AP 社にとっては、1 株あたりの帳簿価額は 700 円（時価相当額）となる。 
 
・AP 社の税務上の仕訳 
現金 3500  / 有価証券 3500 
譲渡損 3000 / みなし配当 3000 ←帳簿価額基準廃止の結果 
                                                   
222 中里実 前掲注（64） 180 頁参照。中里教授は、著書の第 8 章において帳簿価額かさ上げ―課税規
定を用いた課税逃れ、と題して論じられている。180 頁の中で、米国では、組織再編税制や連結納税
制度を利用した帳簿価額の付け替の仕組みを用いていることが指摘されている。つまり、米国 IBM 社
及び米国 WT 社にとっては今回の日本 IBM 事件における帳簿かさ上げのような取引は、特別の取引で
はないことが分かる。 




みなし配当金額は、交付金額 3500 から資本金等 500 を控除した金額となる。帳簿価額基
準廃止後を前提としているため、みなし配当金額の計算の基準は資本金等 500 として計算
している（日本 IBM の資本金等 1000 の半分である）。 
米国 WT 社から日本法人の AP 社に日本 IBM 社の株式を売却することによって、帳簿
価額が米国WT社保有時の 500円からAP社取得によって 3500円にかさ上げされている。
米国 WT 社が保有している状態では帳簿価額は取得原価のままであった。これを AP 社に






日本 IBM が、自己株式を AP 社から買取る段階で、AP 社はみなし配当金額を計上する
結果として、計算上の譲渡損失を計上している。みなし配当金額は益金不算入であり、譲
渡損は損金算入となる。一連の取引を概観すれば、個々の取引に違法性は存在しない。し
かし、法人税法 24 条 1 項の改正の効果（二重課税の解消）が得られていない。仮に米国
WT 社から AP 社への譲渡の際に譲渡益課税がなされていれば、改正趣旨に沿った取引と










                                                   
223 朝長英樹「T&A master」 NO.596 2015.6.1  14 頁参照。 













                                                   
224 岡村忠生 前掲注（212） 77～79 頁。 
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（表 2‐1）AP 社の仕訳。 
AP 社から日本 IBM への株式譲渡（日本 IBM にとっては自己株式取引）に関する表。 
Ⅰ 帳簿価額基準あり Ⅱ 帳簿価額基準廃止 








現金 3500  / 有価証券 3500 











現金 3500 / 有価証券 3500 
 
帳簿価額基準が存在するケースでは、みなし配当金額を把握するための基準は、「帳簿
価額」3,500 円である。そのため、交付金額 3,500 円と帳簿価額 3,500 円との差額が 0 円







現金 3500  / 有価証券 3500 
譲渡損 3000 / みなし配当 3000 
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帳簿価額基準を廃止したケースでは、みなし配当金額の把握するための基準は、「帳簿
価額」ではなく「資本金等」である。帳簿価額は 3,500 円であり、資本金等の金額は 500
円である。従って交付金額 3,500 円から資本金等 500 円を控除した 3,000 円が、本来ある
べきみなし配当金額と考えられる。 
みなし配当金額 3,000 円が計上されることで、法人税法 61 条の 2第 1 項 1 号227に基づき、
相手勘定の借方に譲渡損失 3,000 円が反射的に計上される。当該譲渡損失の計上による損
金算入処理が、課税所得を減額させることで、二重課税の解消という効果が得られる。交







                                                   
227 法人税法 61 条の 2 第 1 項で、有価証券の譲渡損益は、譲渡対価から譲渡原価を控除することにより
計算されて、当該譲渡損益は益金または損金に算入することが規定されている。そして、同法の 1 号
括弧書きで、有価証券の譲渡対価から控除されるべきものとして、みなし配当が規定されている。 
228 （表 2-2） 
Ⅰ 帳簿価額基準あり Ⅱ 帳簿価額基準廃止 
（簿価で売却するケース） 
現金 3500 / 有価証券 3500 
 
（簿価で売却するケース） 
現金 3500  / 有価証券 3500 
譲渡損 3000 / みなし配当 3000 
（簿価を超えて売却） 
現金 5000  / 有価証券 3500 
/ みなし配当 1500 
（簿価を超えて売却） 
現金 5000  / 有価証券 3500 
譲渡損 3000 / みなし配当 4500 
（簿価以下で売却） 
現金 2000  / 有価証券 3500 
譲渡損 1500 / 
（簿価以下で売却） 
現金 2000  / 有価証券 3500 
譲渡損 1500 / 









―平成 13 年のみなし配当に関する改正の効果（二重課税解消の効果）― 
 
平成 13 年のみなし配当に関する改正の効果を確認する229。平成 13 年度の税制改正で、









                                                   
229 「速報版 平成 13 年度税制改正―その 3 平成 13 年度税制改正について」第一法規出版 法人税























国 WT 社から日本の AP 社に売却された後に IBM に売却されているため、二重課税が排除されていな
い。 
231 後宏治「企業組織再編税制の創設に伴う法人株主のみなし配当課税」『税理』 Vol.44 NO.8 138-142
頁参照。 
232 朝長英樹「T&A master」  NO.596  2015.6.1 9 頁参照。 


















日本 IBM が、資本金 1,000 円を元手にして 10,000 円の利益を獲得した。この 10,000





次に、米国 WT 社が中間法人である純粋持株会社の AP 社に売却する際に計上される有
価証券売却益 3,000 円に対する法人課税である。 
 
表 1 のイの仕訳に該当。 
現金 3500 / 有価証券 500 
      / 有価証券売却益 3000 ←ここで第二段階の法人課税 
 
有価証券売却益 3,000 に対して、40％の第二段階の法人課税が課税される。有価証券の
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売却価額の 3,500 円は、日本 IBM の課税後の留保利益が加味された時価である。そのた




















れている（本節の 5 において検討する）。 
AP 社が存在しないケースでは、日本 IBM が米国 WT 社から自己株式を取得することと
なるため、二重課税の問題は生じない。みなし配当は発生するが、益金不算入となり問題
は生じない。 
以上が、平成 13 年のみなし配当改正と二重課税の背景である。 
 
5. IBM 事件後の譲渡損失計上に関するその後の改正経緯 
平成 22 年に法人税法の改正があり、組織再編税制の見直しの一環として、「みなし配当
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の生じる取引に関する課税の適正化」と題して改正がなされた233。この改正について岡村






















AP 社は、日本 IBM に日本 IBM 株式を売却することで、税務上のみなし配当金額を計上
                                                   
233 『平成 22 年度 税制改正の解説』財務省 HP 掲載参照。 
234  岡村忠生 前掲注（211） 78 頁で述べられている。 
235 財務省 HP 掲載。 前掲注（232） 338 頁参照。具体的な改正内容としては、法人税法 23 条第 1
項の受取配当金益金不算入を適用しないこととするという改正内容である（同法 23 条第 3 項、81 条
の４第 4 項）。 
236 新日本アーンストヤング税理士法人『税務弘報』2010 年 10 月号 新日本アーンストヤング税理士法
人解説を参照。 
237 東京地方裁判所判決 前掲注（177） 別紙 4 前提となる事実 1 当事者等（1）イ、における説明
で、AP 社は、平成 14 年 4 月 22 日に、米国 WT 社から日本 IBM 社その他 3 社の発行済株式の全部を
合計 1 兆 9705 億 5300 万円で購入している。 






第9節 法人税法 24 条の限定解釈による否認の可能性 
 





IBM 事件に適用可能性がある条文は、法人税法 24 条が考えられる。しかしながら、同











IBM 事件における譲渡損失の計上が、同法 24 条の趣旨から逸脱した濫用的租税回避行




                                                   
238 品川芳宣『税務弘報』2016.6 90 頁～91 頁。品川弁護士の指摘によると、関連会社間で自己株式を
取引しただけで約 4000 億円もの譲渡損失が損金算入できることに違和感があること指摘されている。
この改正によって租税回避行為が行いやすくなったことも指摘されている。 





























（同法 132 の２）及び連結納税制度の行為計算否認規定（同法 132 条の３）等が規定され
                                                   
239 東京地方裁判所判決 前掲注（177） 第 3 5 イ（4）において、「・・・米国 IBM ないし原告が
上記に指摘するような法的な枠組みを構築して自己の株式を取得すること等を禁止する法令上の明文
の規定が見当たらないことに加え、・・・」、と述べられている。 
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ている。本論文では、これらの規定のうち、連結納税制度が組織再編成税制と条文創設の






この濫用基準にあてはめて IBM 事件を検討した。 














































































































                                                   
240 森信茂樹「フィナンシャル・レビュー」財務省財務総合政策研究所平成 28年第 1号（通巻 126号 2016
年 3 月） 7 頁参照。 
241 矢内一好『一般否認規定と租税回避判例の各国比較』（財経詳報社 平成 27 年） 3 頁参照 矢内教
は、GAAR に近い概念として、否認規定を以下のように分類している。また制定法の他に、判例にお
ける公理も分類に含めている。 
＊TAAR（Targeted Ani-avoidance Rules） 
特定目的型租税回避否認規定であり、連結納税制度、組織再編税制、PE 帰属所得に係る行為計算
否認がこの概念に含まれる。 
＊SAAR（Specific Anti-Tax avoidance Rule） 
限定的租税回避否認規定であり、同族法人規定はこの概念に含まれる。 
＊GAAR＝General anti-abuse rule 
一般的包括否認規定。対象領域を設けない否認概念である。 
242 森信茂樹 前掲注（239） 13 頁参照。森信教授は、事業目的基準も濫用基準もどちらもおおきな違
いはないとしている。 















為計算否認規定（同法 132 条の３）では、未だに裁判上の判断基準が存在していない。 














                                                   
243 酒井貴子（岡村忠生編著） 前掲注（5） 租税回避行為と包括的租税回避否認規定―ニュージーラ
ンド版 GAAR― 246～247 頁参照。 
























章で検討した IBM 事件は、そのような租税回避行為であった。 
 
（IBM 事件） 
第 3 章で検討した IBM 事件は、段階的な複数取引による損失の作出行為であった。事
件に外国法人が絡むことによって取引の複雑化が増し、国内法のみで対処することが困難
                                                   
244 今村隆 前掲注（51） 7 頁参照。今村教授は、包括否認という用語ではなく、一般否認規定という
用語を使用して説明されている。 
245 北野弘久（黒川功補訂） 前掲注（4） 95 頁一部引用参照。 
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な事件であった。具体的には、当初は米国 IBM と日本 IBM との間で、配当や自己株式取
得行為を行っていた。そこに、みなし配当（法人税法 24 条）の改正がなされたことを原
因として、米国 WT 社は、日本に中間純粋持株会社 AP 社を設立した。それによって、AP




った。そして、帳簿価額がかさ上げされるためには、米国 IBM と日本 IBM との間に中間
的な法人を介在させる必要があった。これらの条件が整うことによって、実質的な経済的
損失を伴わずに、単なる計算上の譲渡損失が計上できる。 
さらに、米国 WT 社と AP 社との株式譲渡には、米国 WT 社がチェックザボックス制度
を選択したため、米国 WT 社が計上した株式譲渡益に対して非課税となる。この事態は、
BEPS が勧告する D/NI 形式のハイブリットミスマッチが生じており246、みなし配当の改
正の効果（二重課税排除の効果）を完全に打消すものであり、みなし配当の改正の意味を














                                                   
246 岡村忠生稿「BEPS と行為計算否認（1）」ZEIKEN‐2015.3(NO.180) 70～75 頁参照。既に第 3 章
において説明している。 

























                                                   
247 中里実 前掲注（63） 13 頁。1970 年から 1980 年頃に個人納税者を対象に販売され、1990 年頃に
なると、法人を対象にデリバティブを中心に開発・販売されるようになったようである。 
248 中里実 前掲注（63） 179～181 頁参照。 






250 志賀櫻『タックス･ヘイブン』（岩波新書、2016） 18 頁参照。 






























 一般的包括否認規定（GAAR）は、現在、世界約 30 か国で導入されている。諸外国で
                                                   
251 最高裁判所判決 前掲注（57） 判決文から引用。 
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英国の租税回避行為に大きな影響を与えた事件は、 1936 年に下された Duke of 












ター原則の適用範囲の限界が示されるラムゼイ事件（W. T. Ramsay Ltd .v. IRC 1981 年
                                                   
252 矢内一好 前掲注（240） 20 頁参照。 
253 松田直樹『租税回避行為の解明』（ぎょうせい、平成 21 年） 118～120 頁参照。 




（以下 C 社）を設立し C 社に対して金銭を貸し付けた（債権１及び債権２）。債権 1 は、
低金利に設定して、価値を低下させた上で売却し、売却損失を計上した。債権 2 は、高金
利に設定し、価値が増加した時点で売却して売却益を計上した。債権 1 の売却損失は農地
の売却益と相殺されて、債権 2 の売却益は、1965 年財政法シェジュール 7 第 11 条第 1 項
により、金銭債権の譲渡は非課税とされた。これらの取引行為に対して、課税庁は債権 2
の譲渡は、「証券の譲渡」に該当するとして譲渡益に課税処分を下した。最終的には、貴族
















Burmah Oil 事件（1982 年貴族院判決）はラムゼイ原則を踏襲する判決となりラムゼイ原
則の有効性を確認した。その後の Dawson 事件（1984 年貴族院判決）でさらに加速され
                                                   
254 松田直樹 前掲注（252） 121 頁参照。 
255 矢内一好 前掲注（240） 85～86 頁参照。 
256 矢内一好 前掲注（240） 86～87 頁参照。Wilberfoece 卿が挙げた特徴点から見解について、参照
した。 
257 松田直樹 前掲注（252） 123 頁参照。 










3. 財政法第 5 編 206 条から 215 条 


















                                                   
258 松田直樹 前掲注（252） 130 頁参照。 
259 Finance Act 2013（ｃ．29）Part５－General anti-abuse rule 206 条～215 条参照。 
260 岡直樹 前掲注（56） 136～139 頁 訳について一部参照した。 
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後 2013 年に財務省によって一般的包括否認規定（GAAR）規制が公表され、2017 年に施
行予定とされた262。 
  
                                                   
261 矢内一好 前掲注（240） 110 頁の英国における GAAR の特徴から、一部引用参照。 
262 青山慶二「途上国の一般的租税回避否認規定（GAAR）の課題とわが国への提示－新興国を中心に―」
『フィナンシャル・レビュー』（財務省財務総合政策研究所平成 28 年第 1 号（通巻第 126 号）2016
年 3 月） 本稿の 法令上の GAAR（１）立法の経緯の部分の 54～55 頁から一部引用参照。 
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1. 一般的包括否認規定（GAAR）の概要  
 インドが法制化した一般的包括否認規定（GAAR）は、所得税 95 条から 102 条に次の
ように規定された。項目を示すと、95 条：GAAR の適用可能性、96 条：許容されない租
税回避行為の一連の仕組み取引、97 条：商業上の実態を欠く仕組み取引、98 条：許容さ
れない租税回避行為の一連の仕組み取引の結果、99 条：関係者の取り扱い、100 条：本章
の適用、101 条：ガイドラインの立案、102 条：諸定義、と整備されている263。 

















                                                   
263 矢内一好 前掲注（240） 146 頁から見出しの列挙に関して引用参照。字句について一部訂正して
いる。 
264 青山慶二 前掲注（261） 本稿の 法令上の GAAR（２）GAAR 条項の構成 55～56 頁を引用参照








を有しているかを加味する修正点が 1 つ加えられて 4 つになった。 




























                                                   
265 矢内一好 前掲注（240） 148 頁を参照。 
266 青山慶二 前掲注（261） 57 頁一部引用参照。 
267 矢内一好 前掲注（240） 149～150 頁を参照。 
268 矢内一好 前掲注（240） 25 頁参照。 
矢内教授は、各国が採用している GAAR に関する一覧表を作成されている。その中で、委員会を設置
している国は、英国、インド、オーストラリア、カナダ、フランスを挙げている。 














得て公表している270。全体の構成は、Part A～Part E で構成され、200 頁弱に渡りガイド
ラインを示している。Part A はガイダンスの目的と位置づけ、Part B は、一般的包括否
認規定（GAAR）が達成しようとしているもの及び達成するための運営に関する要約が示










                                                   




共和国香港特別行政区政府との間の協定第二十四条 5 に係る取決め」を挙げている。 
270 HM Revenue Customs(HMRC) General Anti Abuse Rule(GAAR)guidance. 
  (Approved by the Advisory Panel with effect from 30 January 2015)  
271 青山慶二 前掲注（261） 58 頁参照。 



























                                                   
272 矢内一好 前掲注（240） 232 頁を一部引用参照。著者は、Chance, Clifford, op. p11 を参照。 
273 HM Revenue Customs(HMRC) General Anti Abuse Rule(GAAR)guidance. 
  (Approved by the Advisory Panel with effect from 30 January 2015) B17 参照 
274  Ibid  B17.1 
275 国税庁は、平成 29 年 6 月付で、「税務上の取扱に関する事前照会に対する文書回答について」と題し
て、照会の具体的内容を公表している。 
276 日本税理士会連合会税制審議会「「租税回避について」の諮問に対する答申」―平成 9 年度諮問に対
する答申― 4 頁参照。 






























                                                   
277 林修三 前掲注（110） 188～189 頁参照。 
278 酒井克彦「フィナンシャル・レビュー」財務省財務総合政策研究所平成 28 年第 1 号（通巻第 126 号）
2016 年 3 月。我が国における租税回避否認の議論の稿、171 頁参照。 






















































組織再編成税制に係る行為計算否認規定（法人税法 132 条の 2）の不確定概念の判断基準
に用いられた概念である。IBM 事件は、連結納税制度を利用した事件であるため、連結納



































年第 1 号（通巻第 126 号）2016 年 3 月）  
足立好幸「132 条の 2 から見えてくる連結法人に係る行為又は計算の否認規定（132 条の
3）」『税務弘報』（中央経済社）2016VOL.64/NO.1/JANUARY 61 頁参照。 
新井隆一『税法学』（第 130 号、1961 年） 
今村隆『租税法律と濫用法理』（大蔵財務協会、平成 27 年） 
今村隆「英国における General Anti-Abuse Rule 立法の背景と意義」（税大ジャーナル 22 
2013．11） 
今村隆「租税回避の意義と G8 各国の対応」『フィナンシャル・レビュー』（財務省財務総
合政策研究所平成 28 年第 1 号（通巻第 126 号）2016 年 3 月） 
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後宏治「企業組織再編税制の創設に伴う法人株主のみなし配当課税」『税理』 Vol.44 NO.8  
占部裕典『租税法における文理解釈と限界』（滋学社、2013 年） 
占部裕典「租税回避に対する新たなアプローチ」『税法学』（546 号、2001 年） 
占部裕典「租税回避行為論再考」『税法学』（548 号、2002 年） 
占部裕典「最近の裁判例にみる「租税回避行為の否認」の課題」『税法学』（553 号、2005
年） 
占部裕典「租税法における文理解釈の意義と内容」『税法学』（563 号、2010 年） 
岡村忠生「税務弘報」2014.7 VOL.62/NO.7/JULY  
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